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研究成果の概要（和文）：本研究は福祉レジーム論と移民レジームとの交錯についてアジア諸国を事例として検
討した。高齢化は外国人労働者の取り込みを促進した。アジアの福祉レジームは分岐しつつある。それは家事労
働者を基調とする自由主義的家族主義と、高度人材としての介護福祉士を基調とした介護の社会化した日本であ
る。前者は再分配なき市場調達の原理で途上国女性を家族補完のケア従事者として補完する。資格要件は低い。
後者は資格要件が高く看護師が多く導入され介護に従事する。資格要件の高さが外国人材の割合を低くする。近
年の相次ぐ制度変更は資格要件の政治妥協の産物である。以上は学会、国際会議、論文などで報告した。

研究成果の概要（英文）：The purpose of the research project is to clarify the intersection how 
welfare regime intermingles with migration regime in Asia. The rapid ageing in Asia has surely 
become the driving force of migration from neighboring countries. However, welfare regime has become
 divergent; namely liberal familialism such as Singapore and insurance based socialized system such 
as Japan. 
The former incorporate huge number of non-skilled female foreign workers with minimum or none skills
 and knowledge requirement. Cost of care is paid by family members in relatively cheaper price 
through the employment of migrant workers. Furthermore, employment tax can be a source of revenue 
for governments, opposite of budget spending welfare state, which can be termed quasi-welfare. 
The latter is quite opposite. Small number of qualified migrant workers, usually nurses even with 
the cost of deskilling are recruited. Pressure of lowering the qualification has been discussed and 
migration channel become complex.

研究分野：移民政策論
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研究成果の学術的意義や社会的意義
高齢化がアジア共通の課題となる中で、域内移動を通じてケアの補填が行われている。高齢化は高齢者ケアのあ
り方を1つに収束させるのではなくそのあり方を多岐化させている。自由主義的な家族主義は外国人家事労働者
の雇用を容易にさせ、東アジアだけでも100万人近く存在する。日本は逆に資格要件をクリアするため看護師の
リクルートが多い。施設介護は看護師が、在宅は無資格の家事労働者がという構図を見て取れるが、必ずしもケ
アの質を問う受け入れではない。また、人口構成が大きく変化する中、移動のあり方の持続性が問われており、
アジア地域における移住労働の標準化や調和化が不在だ。地域的（マルチラテラル）な調整が必要である。



様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９－１、Ｚ－１９、ＣＫ－１９（共通） 
１．研究開始当初の背景 
高齢化によるケア需要の増大とケア供給の確保は、アジアの多くの国々で共通する 21 世紀の
重要課題の１つである。しかし、高齢化率、疾病構造、所得、民族、ケアの担い手などは国によ
り多様である。また移民政策も各国で異なり、日本ではケアの社会化・専門化を進めたため、介
護職員の 1%未満しか占めないが、シンガポールでは介護職員の 90%が外国人である。 
ところが移民の存在を福祉レジームではどう捉えるかという研究は、移民と高齢者ケアを学
際的に扱う研究自体がまだ少なく、したがって政策的提言もなされていないことを考慮すると、
その意義はきわめて大きい。ILO、OECD、WHO などはこの課題に部分的に取り組んではいる
が、その焦点は家事労働者の人権問題や看護師の移動であり、体系的な調査が行われているわけ
ではない。 
ところが高齢者ケアをめぐる移動は東アジア諸国だけで 100 万人に近づいており、送出国の
ケア人材収奪によって成立するような受入国の高齢者ケアは持続可能であるとは言えない。国
家を超えた適切なマネジメントの構築が求められているのである。 

2014 年に日本政府は、研究代表者が基調講演を行ったアセアン日本アクティブ・エイジング
会議において、「介護」は経験の長い日本がイニシャチブをとれる領域であるとしたが、まだま
だ移動に関する国際発信は立ち遅れている。こうした重要性に鑑み、本研究を特設分野として応
募することが適切だと考える。 
２．研究の目的 
本研究は、従来の福祉レジーム論では十分議論されてこなかった、福祉レジーム論と移民レジ
ームとの交錯について検討する。そして移民の福祉への取り込みが、高齢者ケアの供給体制に影
響を及ぼし、多様化する福祉レジームの根拠となっている点を明らかにする。 
アジアの高齢者ケアシステムを概観すると、日本・韓国のように介護保険を導入する国々があ
る一方で、シンガポール・香港のように外国人家事労働者に依存する国々がある。また台湾のよ
うにケアの社会化（ケアの国民化）を進めつつ外国人労働者に依存するケースや、タイのように
コミュニティケアに外国人を接合する中間形態もある。このように、アジアの福祉レジームは現
時点で実に多様であり、今後も単に「家族主義」に収斂するのではなく、多様化が継続される可
能性がある。そして、この多様化する高齢者ケア政策の形成に関与しているのが、実は外国人労
働者や移民の取り込みなのである。なお、本研究では新たに生じる高齢者ケア供給に関する問題
点についても検討したい。 
３．研究の方法 
これらの点を検討するにあたり、１．制度面からのアプローチ、２．言説面からのアプローチ、
３．政策決定プロセスの検討、４．制度に対応する実態面からのアプローチ、５．斡旋過程にお
ける人材育成から接近する。対象とする国は、受け入れ国が日本、台湾、シンガポール、タイで
ある。左記の国々は、高齢化の進展度、ケアの社会化の程度、高齢者ケア政策、外国人労働者の
人数やその割合等の多様な要素から選択し、多様な状況が検討可能である。 
例えば、日本の高齢者ケアは社会化され、外国人労働者はほとんど存在しない。台湾は介護保
険導入を控え、社会化傾向にあるが、外国人労働者も多い、シンガポールは家族主義で、再分配
を通じたケアもなく外国人労働者が多い。タイは家族／コミュニティによるケアを中心としつ
つ、外国人労働者も増加傾向にある。送り出し国はフィリピン、インドネシア、ベトナムであり、
送り出し政策と人材育成について検討する。 
これまで、移民研究と高齢者ケアの双方に跨る領域の研究は少ない。これは研究対象領域が国
内に限られる福祉政策と、国際現象としての移民という方法論上の違いや、そもそものテーマの
学際性や複合性にある。外国人ケア従事者の実態は、高齢者ケア政策だけを見ても分からないこ
とが多い。というのも、双方で所管が異なるからである。 
したがって本研究ではこうした困難を克服すべく、理論、実務面で国際的な業績を持つ移民研
究者と高齢者ケア研究者、そして対象国実務者・研究者と協働する学際的・国際的な方法を用い
る。研究の流れとして高齢者ケアと移民の重要文献のサーベイを徹底的に実施し、学際性の困難
を乗り越えるため、他分野の知見を共有する。これは専門分野をかけ持ちを意味し、ケアと移民
の論点を架橋できる研究体制を整える。またサーベイは国際調査/比較の基礎となる。 
なお、海外の研究協力者は学術機関、政府、非政府組織から選定している。学術については主
に大学ネットワークを用い、政府・非政府組織からは、これまでの調査や会議ですでに協力関係
にある専門家を選定している。 
本研究は、福祉レジーム論／移民レジーム論において、両者の接合という点でユニークであるだ
けでなく、政策の観点からも意義のあるものである。 
理論的な観点においては、制度分析を通じて多様な家族主義レジームを明らかにすることが
できる。高齢化と家族構成の変化という家族主義の限界を乗り越えるには、高齢者ケアを社会化
（ケアの国民化）へ収斂するだけではなく、外国人ケア従事者を家族に統合してケアを補てんす
るという、新たな家族主義レジームの動向を提示できる。また、こうした福祉レジームと移民レ
ジームの交錯点での実態把握により、高齢者ケアの国際分業、ケアのために途上国女性が国境を
超える移動の女性化、在宅ケア従事者の労働者性の確立の困難、スキルギャップなどの概念の精
緻化と問題点を指摘できると考える。 
４．研究成果 
高齢化がアジア共通の課題となる中で、域内移動を通じてケアの補填が行われている。高齢化



は高齢者ケアのあり方を 1つに収束させているのではなく、そのあり方を多岐化させている。自
由主義的な家族主義は外国人家事労働者の雇用を容易にさせ、シンガポール、香港、台湾などの
東アジアだけでも 100 万人近い外国人がケアに従事している。他方、日本は逆に資格要件をクリ
アするため看護師のリクルートが多いが、すべて施設介護に対応するものである。施設介護は看
護師が、在宅は無資格の家事労働者がという大きな構図を見て取れるが、特に在宅においては、
必ずしもケアの質を問う受け入れとは言えない。いまだに「家族」がブラックボックス化されて
いるともいえる。また、人口構成が大きく変化する中、現在の移動のあり方は持続性が問われる
ものといってよく、アジア地域における移住労働の標準化や調和化が不在だ。現在の移動は二国
間を軸としているため、今後増大を続けるケア需要と従事者の国際移動をどう持続的なものに
するか、地域的（マルチラテラル）な調整が必要であるという課題を抱えている。 
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